
1 

 

指定管理者による公の施設の管理運営状況 

令和６（2024）年度 

施設名 栃木県立とちぎ海浜自然の家 

施設所管課 教育委員会事務局生涯学習課 

指定管理者 公益財団法人とちぎ未来づくり財団（法人番号 7060005001072） 

指定期間 令和６(2024)年４月１日～令和10（2028）年３月31日 

 

１ 施設の概要 

施設所在地 茨城県鉾田市玉田336-2 

施設の概要 

 

 

 

 

①敷地面積：185,605 ㎡ 建物面積：17,958 ㎡ 

②生活館：宿泊室（洋室 47 部屋、和室４部屋）・大食堂・小食堂・大浴室×２・小浴室 

③学習館：大学習室・小学習室×４・海の展示館・海の図書館・視聴覚室・ 

制作実験室・調理実習室・会議室 

④スポーツ館：室内温水プール・体育館 

⑤野外施設：ロッジ 10 棟・野外調理場×２・水の広場・スポーツ広場・ 

アスレチック広場・自然体験林・自転車モトクロス広場・テニスコート 

業務内容 

 

 

 

①海浜自然の家の施設の維持管理に関する業務 

②海浜自然の家の利用の許可に関する業務 

③海浜自然の家の運営に関する業務 

④上記①から③に附帯する業務 

 

２ 収支の状況 

 令和６（2024）年度                                                           （千円） 

収入  支出 

指

定

管

理
※２ 

 指定管理料 359,237  

 

 

 

 

指

定

管

理
※２ 

 事業費 11,844 

 利用料金収入 40,786  管理運営費 281,937 

 その他収入※１ 8,196  人件費 102,424 

   その他支出※１ 267 

 合計 408,219  合計 396,472 

指定管理業務収支差額① 11,748   

自主事業 -  自主事業 - 

自主事業収支差額② -   

収支差額（①＋②） 11,748   

備考（※１ その他収入の主なものを記載） 

主催事業参加料 7,110千円 

 

 

備考（※１ その他支出の主なものを記載） 

公課費（契約用印紙、自動車税） 267千円 

※２ 指定管理業務に係わるもののみ計上する。 

 

 令和５（2023）年度（前年度）                                                  （千円） 

収入  支出 

指

定

管

理
※２ 

 指定管理料 308,720  

 

 

 

 

指

定

管

理
※２ 

 事業費 8,750 

 利用料金収入 24,793  管理運営費 248,040 

 その他収入※１ 9,276  人件費 97,622 

   その他支出※１ 23 

 合計 342,789  合計 354,435 

指定管理業務収支差額① ▲11,646   

自主事業 -  自主事業 - 

自主事業収支差額② -   

収支差額（①＋②） ▲11,646   

備考（※１ その他収入の主なものを記載） 

主催事業参加料       4,309千円 

指定管理者物価高騰支援金  3,794千円 

 

 

備考（※１ その他支出の主なものを記載） 

公課費（契約用印紙、自動車税） 23千円 

※２ 指定管理業務に係わるもののみ計上する。 
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３ 利用状況 

施設名 項目 令和５（2023）年度 

(前年度) 

令和６（2024）年度 

とちぎ海浜自然の家 開所日数 245日 328日 

宿泊可能日数 220日 290日 

利用日数 217日 282日 

実利用者数 15,170人 22,005人 

延利用者数 37,337人 51,981人 

延宿泊者数 22,190人 29,935人 

利用率 38.1％ 39.6％ 

宿泊利用率 25.2% 25.8％ 

 

４ サービス向上に向けた取組 

・利用者目線の接遇や指導・支援に係る具体的かつ実践的な研修と、先進施設への訪問研修の実施を

通して、職員一人ひとりの識見を高め、資質と能力の向上に努めた。 

・海の自然・産業・文化などに触れさせる「海から学ぶ機会」、多くの利用者がふれあう「交流の機

会」、利用者に愛され、親しまれる「快適な環境」の提供に努めた。 

・アンケート結果等からニーズを的確に把握し、それらを踏まえた活動プログラムの開発・提供、施

設設備の改善を実施することで、生涯学習施設としての機能向上に努めた。 

・質の高いサービス提供を行うため、活動プログラムをはじめとした実践研修期間を長めに設定し、

業務の間にも自主研修を重ねた。 

・書類の郵送でのやり取りをやめ、ＨＰから申請様式をダウンロードする方法を取り入れたことで、

郵送の手間と費用が削減され利用者の利便性が向上した。 

 

５ 利用者意見への対応 

 利用者意見の把握方法 

・利用者や利用団体へのアンケート調査の実施。 

利用団体の代表者や代表児童、主催事業参加者を対象にアンケート調査を実施している。 

令和６年度の主なアンケート結果は、以下のとおりである。 

主なアンケート

項目 

とてもよい よい あまりよくない 悪い 

職員の対応 84.0％ 16.0％ 0.0％ 0.0％ 

施設・設備関係 70.0％ 30.0％ 0.0％ 0.0％ 

食事 食堂関係 75.0％ 25.0％ 0.0％ 0.0％ 
 

 主な利用者意見（苦情・要望）  対 応 

・洋式トイレを増やしてほしい。 

 

・宿泊室の扉と窓の開閉が困難だった。 

・「海の展示館」が故障中の設備ばかりで、老朽化が目

立っている。 

 

・海浜自然の家だからこそ食べられる食材や名物料理を

メニューに取り入れてほしい。 

 

・和式トイレから洋式トイレへの改修工事

を次年度から県が実施することとなった。 

・扉と窓の修繕を実施した。 

・栃木県への改修要請と併せて、自作展示物

を展示し、茨城県内の関係機関と連携して

最新の展示・情報に更新するなどした。 

・業者と協議してふかし芋や揚げ餃子など、

茨城県、栃木県の地産地消を意識したメニ

ューを夕食で提供した。 
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 主な利用者意見（積極的評価） 

・宿泊室のエアコンの設定が自由にできたので快適だった。 

・所内の各所にウォーターサーバーが設置されていたので使いやすくて助かった。 

・清掃が細かいところまで行き届いていて、綺麗で過ごしやすかった。 

・アシスタントティーチャーの職員による児童への接し方や説明が上手で、安全に楽しく活動するこ

とができた。 

・保護者の付き添いやアレルギー対応など、職員だけでなく食堂スタッフも丁寧に対応していただい

てありがたかった。 

 

６ 指定管理者による自己評価 

 成果のあった取組・積極的に取り組んだ事項・利用者満足度向上への取組 

・毎朝、出勤職員による打合せを行い、グループウェアを活用して職員間における綿密な情報共有を

図った。 

・接遇、指導・支援等に関する研修等への参加や、先進施設への訪問研修を通して職員の識見を高

め、資質の向上に努めた。 

・主催事業の活動プログラム内容を工夫して、意図的に参加者が主体的に参加できるような場面を設

定した。 

利用率向上、安全確保等への取組  

・ホームページやＳＮＳ（インスタグラム、Ｘ、Facebook）を活用した周知、主催事業等のちらし配

布、県、市町及び関係機関の各種広報媒体を通じた情報提供など、積極的な広報活動を行い利用率

向上に努めた。 

・前年度のアンケート結果等を参考にして、県民のニーズに合った主催事業を実施できるように工夫

した。 

・それぞれの団体からの要望に対して、適切に報告・連絡・相談を行い、柔軟な対応をした。 

・利用者の安心・安全を最優先事項として取り組むため、常に職員間で共通理解を図るとともに改善

に努め、避難訓練、救命講習や食品衛生講習会など全職員向けの研修を計画的に行ったほか、「管

理運営マニュアル」や「危機管理マニュアル」を随時見直した。また、地元の消防署との連携によ

り事前の対策の徹底を図り、オリエンテーションでは利用者への十分な説明を行った。活動実施の

段階では施設職員を配置し、救急患者への迅速かつ的確な対応に努めた。 

  今後改善・工夫したい事項 

・近年は企業の利用が少ないため、企業に利用してもらえるような働きかけを行う。 

・各種既存事業の改善・充実にとどまらず、利用者の意見等を取り入れながら魅力のある新規プログ

ラムの開発とその整備を行う。 

・県、市町及び関係機関との連携を強化するとともに、利用者の安心、安全確保と更なるサービス向

上を図る。 

・施設全体の老朽化が進み、修繕箇所が多くなっているため、利用者の安全を守り、所内で快適に過

ごすことができるよう、迅速な対応と計画的な対応を両立させる。 

 

７ 所管課室による評価 

項目 評価の内容 確認内容・所見等 評価 

１．住民の

平等利用の

確保 

① 住民の平等利用が確保されたか。 すべての利用希望者から利用許可申請書

及び利用計画書等を徴しており、平等な

利用機会が確保されている。 

B 

② 使用許可に関する権限が適正に行使

されたか。 

条例で定められた許可基準に沿い、許可

を行っている。利用許可申請書及び利用

計画書等の記載内容の確認により、使用

許可に対する適正な権限行使がなされて

いる。 

B 

③ 高齢者、障害者等に対する配慮はな

されたか。また、平等利用が確保で

きない場合の対応は適切か。 

障害者用の駐車場、トイレが整備されて

おり、職員も十分な配慮に努めている。 B 
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２．施設の

効用の最大

限発揮 

① 施設の設置目的に沿った業務実施が

なされたか。 

海の自然や産業・文化等を学べる生涯学

習施設として事業を実施している。 
A 

② 施設の利用促進、県民サービスの向

上が図られたか。 

積極的なPR活動や季節感豊かな主催事業

の実施等、利用促進に努めている。アン

ケート結果でも高評価が得られており、

県民サービスの向上に取り組んでいる。 

A 

③ 利用者満足度を把握し、満足度の向

上が図られたか。 

利用者のアンケートや運営会議を実施す

るなど、ニーズ把握に努めている。アン

ケート結果では満足した評価が得られ

ており、満足度の向上が図られてい

る。 

A 

④ 利用者からの意見、苦情に対して適

切な対応がなされたか。 

利用者からの意見、苦情に対しては早急

な対応に努めているほか、職員間で情報

共有をしている。 

A 

⑤ 施設、設備、備品の維持管理や安全

管理は適切になされたか。 

施設や設備等の維持管理を適切に行い、

不具合箇所の早急な修繕に努めている。 
B 

⑥ 指定管理者の創意工夫により業務改

善等がなされたか。 

主催事業等について不断の見直しを行う

など、事業改善に努めている。 
B 

３．管理を

安定的に行

う物的人的

基礎 

① 組織体制は適正か。 自然体験活動について経験豊富な人材

を多く活用している。 
B 

② 収支は適正でバランスがとれたもの

か。 

施設の管理執行体制等、適正な予算配分

で執行している。  
B 

③ 経費の縮減に取り組まれてきたか。 委託事業の複数年契約や節電の実施等経

費削減に取り組んでいる。 
B 

④ 人材育成は適切に実施されている 

か。 

創作活動研修や食物アレルギー研修等業

務に密接した実践的な内容の研修を実施

している。 

B 

⑤ 危機管理体制（事故、緊急時の対

応）は確保されているか。 

「危機管理マニュアル」を整備し、事故

発生時の対応等の意思統一を図ってい

る。 

B 

⑥ 県や関係機関との連携体制は確保さ

れているか。 

所管課の生涯学習課とは緊急連絡網を整

備し、連絡体制を確保している。警察・

保健所・消防署等とも連携し、業務に取

り組んでいる。 

B 

４．個人情

報保護 

① 個人情報の保護についての措置が計

画どおり実施されているか。 

協定書の「個人情報取扱特記事項」及び

「財団法人とちぎ未来づくり財団個人情

報保護事務処理要領」等に基づき適正に

執行されている。 

B 

② 情報公開は適切になされているか。 文書等の開示に関する規定に基づき適切

に対応している。（R6開示請求なし） 
B 

５．その他 

 

① 施設の特性にふさわしい自己評価が

なされているか。 

運営方針、臨海自然教室受入事業、社会

教育団体等受入事業、主催事業、分担業

務の分野別に自己評価を実施している。 

B 

② 自主事業が計画どおりに実施されて

いるか。 

計画どおり実施されている。 
B 

③ イベント等を実施している場合は、地域

との連携が図られているか。 

施設の特性を活かした主催事業を地域と

連携しながら展開している。 A 
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④ 環境への配慮（騒音・光害対策、ご

み削減等）がなされているか。 

裏紙使用やゴミの分別などを徹底してい

る。 
B 

⑤ その他管理運営上の特記事項 「管理運営マニュアル」や「危機管理マ

ニュアル」の見直しを行うなど安全で快

適な管理運営に努めている。 

A 

総合的な評価 

海を持たない栃木県民のために設置された施設として、その設置目的に基づき、利用者が充実した

体験活動を行えるよう適正に施設運営を行っていると認められる。 

施設運営については、利用者に快適な環境を提供できるよう、利用者の安全確保や日々の衛生管理

など優先的に実施している。 

利用者満足度については、利用申請の書類のやり取りを電子化したことで利便性の向上を図った

り、職員間の綿密な情報共有により団体からの要望や危機管理について共通理解を持ち適切で柔軟な

対応ができたり、満足度の向上を図っている。 

今後も引き続き利用者のニーズを反映した施設運営を展開していくとともに、利用者の安全に十分

配慮しながら更なるサービスの向上に取り組んでほしい。 

  ※「評価」欄には、以下の指標により判定した結果を記載すること。 

     Ａ：事業計画に対して優れた取組となっている。 

     Ｂ：事業計画どおりの取組となっている。 

     Ｃ：事業計画に対して劣る取組となっている。 

     Ｄ：事業計画に対して著しく劣る取組となっている。 


